
113 
 

第３章 特許情報の利用 

［１］特許情報とは 
 
 
 
 

（１）特許情報とは 

 私たちが経済活動や社会生活を営む上で、新聞、ＴＶ、インターネット等から得られる「情

報」は、一定の判断を下したり、行動を起こしたりするための知識として不可欠なものです。

同様に、企業経営や研究機関等においても、技術やデザインの動向、商品・サービスなどの

市場動向、さらには法的な権利関係等を把握する上で、「特許情報」は重要な役割を果たし

ています。ここで「特許情報」とは、特許・実用新案・意匠・商標の出願や権利化に伴って

生み出される情報ですが、この情報を有効に活用することで、研究開発の重複の防止、既存

技術を活用した研究開発の推進、無用な紛争の回避等を図ることができます。このように、

特許情報を有効に活用することは、知的財産の創造、保護及び活用を図る知的創造サイクル

において、重要な鍵を握っています。 
 特に、特許公報の情報は、特許権成立時に公表される特許権の独占的な権利範囲を示した

「権利情報」としての性格を有しています。また、出願から１年６月経過後に、特許出願の

内容が掲載される公開特許公報は、最新の「技術情報」としての性格も有しています。 
 

（２）特許情報で分かること 

 特許情報は、研究開発方針の策定から商品化、更には他人の権利調査に至るまでの様々な

事業活動において活用されていますが、それぞれの目的に応じて調査の内容が異なります。 
 
① 技術動向調査 
研究開発にあたっては、将来性がある研究テーマの選定や過去になされた研究との重複回

避のために、特許情報を活用した技術動向調査が有用です。 
特定の技術分野における特許出願の動向を調査することにより、過去にどのような技術が

存在したかを把握し、それをもとに、今後開発すべき技術を見出すことができます。また、

同じ研究テーマが他人によってすでに研究されていたことが判明すれば、重複した研究を回

避でき、さらにその研究結果を基礎としながらより優れた技術の開発を促進することができ

ます。 
自社にとって障害となる特許権が存在する場合にも、技術動向調査により、他社の権利を

回避する代替技術を把握し、紛争の回避を図ることができます。 

特許・実用新案・意匠・商標の出願や権利化に伴って生み出される情報

が、特許情報です。 
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② 出願前の先行技術調査（新規性・進歩性調査） 
 研究成果として発明がなされたとき、権利化するか否かの判断が必要となりますが、特許

出願をする際に関連する分野の先行技術について調査することにより、権利として認められ

る見込みのない無駄な出願を未然に防止することができます。特に外国出願に当たっては、

多額の経費を必要とするため、費用対効果の観点から十分な先行技術の調査が望まれます。

また、審査請求の際にも、無駄な経費を節減するために同様の調査が有用となります。 
さらに、明細書の作成に慣れていない人にとっては、先行技術の調査で得られた特許文献

を明細書作成の際に参考書として活用することができます。 
なお、明細書には、出願人が出願時に知っている先行技術文献の開示が義務づけられてい

るので（特許法第３６条第４項第２号）、出願前の先行技術の調査は不可欠といえます。 
 
③ 権利調査 
開発製品が他人の産業財産権を侵害すると、製造・販売の中止や製造品の廃棄、あるいは

権利者への損害賠償にまで発展する恐れがあります。これらを未然に防止するために、設計

から製造前段階にかけて、他人の権利範囲の調査を行います。特許権以外にも、製品のデザ

インについては意匠権、商品販売に使用する製品名・マークについては商標権まで調査し、

他人の産業財産権を侵害しないようにしっかりと調査することが必要です。 
侵害になりそうな権利が存在した場合には、まずその権利範囲を特定し、その上で代替技

術の開発やライセンス交渉（技術導入・技術提携）、製品デザインや製品名・マークの変更

などの方策を検討していきます。 
 
④ 公知例調査 
他の権利者から警告を受けた場合などの対抗手段として、自社の発明・考案を事業化する

際に障害となる他人の特許権・実用新案権を無効にするため、その特許・実用新案登録の出

願前の公知例を調査します。この場合、必要に応じて外国文献、雑誌・カタログ等まで公知

例の調査範囲を広げていきます。 
 
⑤ 企業動向調査 
 競合他社がどのような戦略で事業を行っているかを把握する上で、特許情報は貴重な情報

源となります。競合他社の過去から現在に至るまでの出願動向を把握することにより、競合

他社の研究開発動向等を読み取ることができます。また、競合他社の出願動向を継続的に監

視し、自社にとって障害となる出願の早期発見に努めることも重要です。特許情報プラット

フォーム（J-PlatPat）を利用して、発見した出願の経過情報を参照し、権利化の進行状況

を常に把握することにより、今後の対応の検討に役立てることができます（例えば、新規性

又は進歩性に疑義のある特許が出願されていた場合には、出願公開後あるいは特許付与後に

おいて、特許庁に対して情報提供を行うことができます（特許法施行規則第１３条の２、第

１３条の３））。 
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（３）特許情報へのアクセス 

 特許情報は、特許庁が発行する各種公報類のほか、特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）
や民間事業者による特許情報提供サービス、さらには海外特許庁のホームページ等を通じて

広く提供されています。 
 平成２７年４月より、すべての公報がインターネットにより発行されています。 
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（４）特許情報の調べ方 

 特許に関する情報を調べる場合、例えば、先行技術調査や権利調査（「主題調査」といい

ます。）を行う際には、技術用語（キーワード）や国際特許分類（ＩＰＣ）、ＦＩ・Ｆターム

等の検索キーにより行います。分類については、「［２］特許の分類（ＩＰＣ）とＦＩ・Ｆタ

ーム」をご参照ください。また、競合他社などの企業動向調査を行う際には、出願人名や発

明者名により検索します。さらに、案件の権利状況調査や出願経過調査を行う際には、出願

番号、公開番号、登録番号などの各種番号により検索します。 
なお、具体的な検索方法については、「［３］特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）を

利用した特許情報の検索」をご参照ください。 

 
ＦＩ等の分類を検索キーとした調査では、キーワード検索と比較してノイズや漏れが少な

い検索結果を得ることができる一方、どのような分類で検索すればいいか分かりにくいとい

うデメリットがあります。キーワードを検索キーとした調査は、その逆のことがいえます。 
 一般的に、どのような分類で検索したらよいかが分からない場合には、①まず、キーワー

ド検索（特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）の特許・実用新案検索等）を行い、そこで

ヒットした複数の文献の中に高い頻度で現れるＦＩを見つけます。②次に、特許情報プラッ

トフォーム(J-PlatPat)のパテントマップガイダンスでそのＦＩの内容を確認し、③ＦＩを

検索キーとした検索を行います（ＩＰＣ・Ｆターム検索も同様です）。 
 
 
 
 
 

産業財産権情報の調べ方

技術用語
（キーワード）

国際特許分類
（ＩＰＣ）

ＦＩ・Ｆターム

主題調査
（当該技術分野の技術、権利調査）

各種番号

出願経過調査
権利状況調査

発明者・出願人

企業動向調査
（他社の動向把握）

特許の調査を例に 
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［２］特許の分類（ＩＰＣ）とＦＩ・Ｆターム 

１．国際特許分類（ＩＰＣ） 

 
 国際的な技術交流が盛んになり、外国特許文献の利用が増大するなかで、各国が独自の特

許分類を用いていたのでは、特許文献の円滑な利用に支障を来すことになります。そこで、

世界各国が共通に使用できる特許分類として作成されたのが国際特許分類（ＩＰＣ：

International Patent Classification）です。 
 ＩＰＣは、特許情報を世界で共通に利用できることを目的に作成されたものですので、Ｉ

ＰＣの構造を理解することは必要な特許情報を入手する上で極めて有用です。 
 ＩＰＣの正しい理解は、出願の際に必要となる対象分野の先行技術調査、出願書面へのＩ

ＰＣの記載をはじめ、権利侵害のチェック等、内外特許文献の利用に大いに役立ちます。 
 現在、独立行政法人 工業所有権情報・研修館の提供する「特許情報プラットフォーム（J-
PlatPat）」を含め、諸外国特許庁ホームページにおいて、技術情報の提供がなされるように

なり、その検索を行う上でもＩＰＣの習熟はますます重要になるものと思われます。 
 

（１）国際特許分類（ＩＰＣ）の概要 

① 加盟 
日本は１９７７年（昭和５２年）８月にストラスブール協定の正式な加盟国となりました。

２０２０年１月現在で６２か国が加盟しています。（※ＩＰＣは、協定加盟国以外の国でも

利用されており、１００カ国以上が利用しています。） 
ＩＰＣの第８版は２００６年１月１日に発効し、その後、２００７年１月１日、２００７

年１０月１日、２００８年１月１日、２００８年４月１日、２００９年１月１日、これ以降

は毎年１月１日にその一部が改正されています。 
 
② 表記方法 
特許公報などの特許文献に記載されるＩＰＣの公式な略語は「Int.Cl.」で、この「Int.Cl.」

を特許文献の分類記号の前に置いています。 

 国際特許分類（ＩＰＣ）は、世界各国が共通して利用できる国際的に

統一された特許分類であり、現在世界の１００カ国以上がＩＰＣを利用

しています。   

 ＩＰＣの構造を理解することにより、世界各国の様々な特許情報を活

用することができるようになります。 
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特許文献に記載される分類記号の表記は、フルＩＰＣを用いて分類しているか、サブクラ

スレベルまたはメイングループのみを用いて分類しているかで異なります。フルＩＰＣを用

いて分類しているか否かの識別はイタリック体（斜体）か否かで行い、発明情報か付加情報

かの識別は、ボールド（太字）フォントか通常フォントかで行っています。

 ボールド（太字）フォント 通常フォント 

イタリック体 
・フルＩＰＣを用いて分類 
・発明情報 

・フルＩＰＣを用いて分類 
・付加情報 

非イタリック体 
・サブクラスレベルでまたはメ

イングループのみを用いて分類 
・発明情報 

・サブクラスレベルでまたはメ

イングループのみを用いて分類 
・付加情報 

 
 日本はフルＩＰＣを用いて分類していますので、公報上の表記は以下のようになっていま

す。 
                                         （11）特許出願公開番号 
  

 
特開○○○○－○○○○○○ 
(43)公開日 平成○年( )○月○日 

 (51)Int.Cl.                        ＦＩ                          
    H01L 21/027 (2006.01)        H01L 21/30  531   M         
    G03F  1/16 (2006.01)        G03F  1/16     B          
    H01L 21/28 (2006.01)        H01L 21/28   301              

 
「H01L21/027」、「G03F1/16」は発明情報を表す分類記号です。 
 そして、「H01L 21/28」は付加情報を表す分類記号です。付加情報とは、特許請求の範囲

に記載されていないものの、発明の詳細な説明の中で述べられているサーチャーにとって有

益な技術情報です。 
 右欄はＦＩと呼ばれる分類記号で、ＩＰＣを更に細かく展開した日本特許庁独自の分類で

す（詳しくは、「２．ＦＩ、ファセット、Ｆターム」をご覧下さい）。 
 

（２）ＩＰＣの構成 

  ＩＰＣの分類表は、全技術分野を階層的にセクション、クラス、サブクラス、メイングル

ープ、サブグループへと細分化した構造を有しています。 
セクションとは、全技術分野を大きくＡ～Ｈまでの８つに分類したものです。 

ＩＰＣ第７版までは、分類の版は Int.Cl.の右肩のアラビア数字によって示されていま

した（例：「Int.Cl.7」）。しかし、ＩＰＣ第８版以降は、ＩＰＣが新設または改正され

た年月を丸括弧で囲って表記することによって、ＩＰＣのバージョン情報を示すこと

となりました（例：H01L 21/027 (2006.01)）。 
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［２］特許の分類（ＩＰＣ）とＦＩ・Ｆターム 

１．国際特許分類（ＩＰＣ） 
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ＰＣの記載をはじめ、権利侵害のチェック等、内外特許文献の利用に大いに役立ちます。 
 現在、独立行政法人 工業所有権情報・研修館の提供する「特許情報プラットフォーム（J-
PlatPat）」を含め、諸外国特許庁ホームページにおいて、技術情報の提供がなされるように

なり、その検索を行う上でもＩＰＣの習熟はますます重要になるものと思われます。 
 

（１）国際特許分類（ＩＰＣ）の概要 

① 加盟 
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２０２０年１月現在で６２か国が加盟しています。（※ＩＰＣは、協定加盟国以外の国でも

利用されており、１００カ国以上が利用しています。） 
ＩＰＣの第８版は２００６年１月１日に発効し、その後、２００７年１月１日、２００７

年１０月１日、２００８年１月１日、２００８年４月１日、２００９年１月１日、これ以降

は毎年１月１日にその一部が改正されています。 
 
② 表記方法 
特許公報などの特許文献に記載されるＩＰＣの公式な略語は「Int.Cl.」で、この「Int.Cl.」

を特許文献の分類記号の前に置いています。 

 国際特許分類（ＩＰＣ）は、世界各国が共通して利用できる国際的に

統一された特許分類であり、現在世界の１００カ国以上がＩＰＣを利用

しています。   

 ＩＰＣの構造を理解することにより、世界各国の様々な特許情報を活

用することができるようになります。 
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特許文献に記載される分類記号の表記は、フルＩＰＣを用いて分類しているか、サブクラ

スレベルまたはメイングループのみを用いて分類しているかで異なります。フルＩＰＣを用

いて分類しているか否かの識別はイタリック体（斜体）か否かで行い、発明情報か付加情報

かの識別は、ボールド（太字）フォントか通常フォントかで行っています。

 ボールド（太字）フォント 通常フォント 

イタリック体 
・フルＩＰＣを用いて分類 
・発明情報 

・フルＩＰＣを用いて分類 
・付加情報 

非イタリック体 
・サブクラスレベルでまたはメ

イングループのみを用いて分類 
・発明情報 

・サブクラスレベルでまたはメ

イングループのみを用いて分類 
・付加情報 

 
 日本はフルＩＰＣを用いて分類していますので、公報上の表記は以下のようになっていま

す。 
                                         （11）特許出願公開番号 
  

 
特開○○○○－○○○○○○ 
(43)公開日 平成○年( )○月○日 

 (51)Int.Cl.                        ＦＩ                          
    H01L 21/027 (2006.01)        H01L 21/30  531   M         
    G03F  1/16 (2006.01)        G03F  1/16     B          
    H01L 21/28 (2006.01)        H01L 21/28   301              

 
「H01L21/027」、「G03F1/16」は発明情報を表す分類記号です。 
 そして、「H01L 21/28」は付加情報を表す分類記号です。付加情報とは、特許請求の範囲

に記載されていないものの、発明の詳細な説明の中で述べられているサーチャーにとって有

益な技術情報です。 
 右欄はＦＩと呼ばれる分類記号で、ＩＰＣを更に細かく展開した日本特許庁独自の分類で

す（詳しくは、「２．ＦＩ、ファセット、Ｆターム」をご覧下さい）。 
 

（２）ＩＰＣの構成 

  ＩＰＣの分類表は、全技術分野を階層的にセクション、クラス、サブクラス、メイングル

ープ、サブグループへと細分化した構造を有しています。 
セクションとは、全技術分野を大きくＡ～Ｈまでの８つに分類したものです。 

ＩＰＣ第７版までは、分類の版は Int.Cl.の右肩のアラビア数字によって示されていま

した（例：「Int.Cl.7」）。しかし、ＩＰＣ第８版以降は、ＩＰＣが新設または改正され

た年月を丸括弧で囲って表記することによって、ＩＰＣのバージョン情報を示すこと

となりました（例：H01L 21/027 (2006.01)）。 
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したがって、ＩＰＣを解釈していく際には、上位階層から下位階層へと把握していくこと

が必要です。 
  図のＨセクションの一例をみると、下位の階層になるほど技術が細分化されているのが理

解できると思います。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）ＩＰＣの国内運用 

 ＩＰＣは国際的に統一して利用されていますが、その利用に際して、例えば我が国特有の

技術分野あるいは諸外国に比べて一段と進んでいる技術分野においては、ＩＰＣの展開をそ

のまま使用すると多数の特許文献が集中し、検索などに不都合が生じる場合があります。 
 そこで、我が国では我が国特有の技術事情に対応して、ＩＰＣの必要と認められる箇所に

ついて展開記号、分冊識別記号を設けるなど独自に細展開したＦＩ(File Index)を採用して

います。 
 

（４）出願人によるＩＰＣ付与  

  出願人によるＩＰＣ付与は、出願の際に出願人がＩＰＣ記号を出願書面に記載するもので、

昭和５３年から開始され、平成２年１２月１日からの工業所有権に関する手続等の特例に関

する法律の施行に伴い、出願人によるＩＰＣの記載箇所が願書の様式中に設けられました。 
 出願人が定常的にＩＰＣ付与を行うことにより、出願人の皆様にＩＰＣに対する理解を深

めていただくことを目的としています。 
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様式第 26（第 23 条関係） 

 
２．ＦＩ、ファセット、Ｆターム 

 
 

（１）ＦＩ（File Index） 

 ＦＩはＩＰＣを更に細展開した分類であり、展開記号、分冊識別記号をＩＰＣに付加する

形で表記されます。したがって、ＦＩは我が国固有のものであり、外国特許文献の検索に使

用されるものではありません。 
○原則最新版のＩＰＣを細展開（一部は旧版のＩＰＣを細展開） 
○全ての年代の公報に共通する検索キー 
○「ＩＰＣのサブグループまでの記号(＋展開記号及び／または分冊識別記号)」で表す 
① 展開記号 
ＩＰＣの最小単位であるサブグループを更に細かく展開するために用いられる記号です。こ

の記号には、３桁の数字が使用されています。 
② 分冊識別記号 
ＩＰＣまたは展開記号を更に展開するために用いられる記号です。この記号には、「Ｉ」（ア

イ），「Ｏ」（オー）を除くＡ～Ｚのアルファベット１文字が使用されています。 
（ＦＩの例） 
   Ｈ０１Ｌ ２１／３０ ５３１ Ｍ  
（ＩＰＣのサブグループまでの記号 ＋ 展開記号 ＋分冊識別記号）  
     Ｇ０３Ｆ １／９２  Ａ 
       (ＩＰＣのサブグループまでの記号  ＋分冊識別記号） 
          Ｈ０１Ｌ ２１／２８ ３０１ 
        （ＩＰＣのサブグループまでの記号 ＋ 展開記号） 

   【書類名】  特許願 
  【整理番号】 
  （【提出日】   平成  年  月  日） 
  【あて先】  特許庁長官     殿 
   （【国際特許分類】）     

 ＦＩは、ＩＰＣを我が国の技術事情によって細展開した分類であり、Ｆ

タームとは、特許審査のための先行技術調査（サーチ）を迅速に行うため

に開発された検索インデックスです。 

 いずれも関連先行技術を効率的に絞り込むことを目指して作成された

我が国固有のものです。 
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したがって、ＩＰＣを解釈していく際には、上位階層から下位階層へと把握していくこと

が必要です。 
  図のＨセクションの一例をみると、下位の階層になるほど技術が細分化されているのが理

解できると思います。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）ＩＰＣの国内運用 

 ＩＰＣは国際的に統一して利用されていますが、その利用に際して、例えば我が国特有の

技術分野あるいは諸外国に比べて一段と進んでいる技術分野においては、ＩＰＣの展開をそ

のまま使用すると多数の特許文献が集中し、検索などに不都合が生じる場合があります。 
 そこで、我が国では我が国特有の技術事情に対応して、ＩＰＣの必要と認められる箇所に

ついて展開記号、分冊識別記号を設けるなど独自に細展開したＦＩ(File Index)を採用して

います。 
 

（４）出願人によるＩＰＣ付与  

  出願人によるＩＰＣ付与は、出願の際に出願人がＩＰＣ記号を出願書面に記載するもので、

昭和５３年から開始され、平成２年１２月１日からの工業所有権に関する手続等の特例に関

する法律の施行に伴い、出願人によるＩＰＣの記載箇所が願書の様式中に設けられました。 
 出願人が定常的にＩＰＣ付与を行うことにより、出願人の皆様にＩＰＣに対する理解を深

めていただくことを目的としています。 
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様式第 26（第 23 条関係） 

 
２．ＦＩ、ファセット、Ｆターム 

 
 

（１）ＦＩ（File Index） 

 ＦＩはＩＰＣを更に細展開した分類であり、展開記号、分冊識別記号をＩＰＣに付加する

形で表記されます。したがって、ＦＩは我が国固有のものであり、外国特許文献の検索に使

用されるものではありません。 
○原則最新版のＩＰＣを細展開（一部は旧版のＩＰＣを細展開） 
○全ての年代の公報に共通する検索キー 
○「ＩＰＣのサブグループまでの記号(＋展開記号及び／または分冊識別記号)」で表す 
① 展開記号 
ＩＰＣの最小単位であるサブグループを更に細かく展開するために用いられる記号です。こ

の記号には、３桁の数字が使用されています。 
② 分冊識別記号 
ＩＰＣまたは展開記号を更に展開するために用いられる記号です。この記号には、「Ｉ」（ア

イ），「Ｏ」（オー）を除くＡ～Ｚのアルファベット１文字が使用されています。 
（ＦＩの例） 
   Ｈ０１Ｌ ２１／３０ ５３１ Ｍ  
（ＩＰＣのサブグループまでの記号 ＋ 展開記号 ＋分冊識別記号）  
     Ｇ０３Ｆ １／９２  Ａ 
       (ＩＰＣのサブグループまでの記号  ＋分冊識別記号） 
          Ｈ０１Ｌ ２１／２８ ３０１ 
        （ＩＰＣのサブグループまでの記号 ＋ 展開記号） 

   【書類名】  特許願 
  【整理番号】 
  （【提出日】   平成  年  月  日） 
  【あて先】  特許庁長官     殿 
   （【国際特許分類】）     

 ＦＩは、ＩＰＣを我が国の技術事情によって細展開した分類であり、Ｆ

タームとは、特許審査のための先行技術調査（サーチ）を迅速に行うため

に開発された検索インデックスです。 

 いずれも関連先行技術を効率的に絞り込むことを目指して作成された

我が国固有のものです。 
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（参考）分類調和の動き 
ＦＩが我が国独自の分類であることは前述のとおりですが、同様に欧州特許庁、米国特許

商標庁においてもＣＰＣという独自の分類を有しております。日米欧中韓の五大特許庁では、

各庁の詳細な内部分類を用いて、国際特許分類（ＩＰＣ）を細分化させる分類調和の議論を

行っております。五大特許庁で合意の得られたＩＰＣ改正案は、ＩＰＣリビジョン（改正）

作業部会での議論・承認を経て発効します。 
 

（２）ファセット分類記号 

ＩＰＣ分類表の所定の範囲にわたって、ＩＰＣの分類展開とは異なる観点から展開されて

いる記号であって、これによりＩＰＣとは別の観点からのサーチが可能となります。ファセ

ット分類記号には３個の英文字が使用されています。 
 
（例） ＺＡＡ 
    （ ファセット分類記号） 
 

（３）Ｆターム（File Forming Term） 

 Ｆタームとは、文献量の著しい増大及び技術の複合化、融合化、製品の多様化といった昨

今の技術開発の動向に対して、特許審査のための先行技術調査（サーチ）を迅速に行うため

に開発された検索インデックスであり、関連先行技術を効率的に絞り込むことを目指してい

ます。 
○技術分野（テーマ）ごとに種々の技術観点（目的、用途、構造、材料、製法、処理操作方

法、制御手段等）を展開（ＩＰＣは単一の技術観点を中心に展開） 
○技術的にまとまりのある技術分野ごとに開発（Ｆタームを作成していない分野も存在しま

す。） 
 
① テーマ 
Ｆターム検索の対象となる技術単位です。各テーマはそれぞれ英数字５桁のコードが与えら

れています。 
 
 （例） 電話機の構造 → ５Ｋ０２３ 
          （テーマ）    （テーマコード） 
 
② ターム 
各タームは、通常、観点（英字）２桁＋数字２桁で表現されます。 
 （例） ＡＡ０７ 
     （観点）（数字） 

122 
 

③ Ｆタームリスト 

 
④ Ｆタームによる検索 
 
 
 
 
 
 
 
パテントマップガイダンスにおいて照会画面として「Ｆタームリスト」を選択して、 
キーワード検索でテーマコードを特定。 
 
   

 

テーマコード
を特定

５Ｋ０２３

調査する発明の技術的
特徴がタームリスト上
どこに該当するか

検索式の
入力、検索

携帯電話 アンテナ 小型化

ＡＡ０７ ＊ ＬＬ０５ ＊ ＢＢ０３
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（参考）分類調和の動き 
ＦＩが我が国独自の分類であることは前述のとおりですが、同様に欧州特許庁、米国特許

商標庁においてもＣＰＣという独自の分類を有しております。日米欧中韓の五大特許庁では、

各庁の詳細な内部分類を用いて、国際特許分類（ＩＰＣ）を細分化させる分類調和の議論を

行っております。五大特許庁で合意の得られたＩＰＣ改正案は、ＩＰＣリビジョン（改正）

作業部会での議論・承認を経て発効します。 
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③ Ｆタームリスト 

 
④ Ｆタームによる検索 
 
 
 
 
 
 
 
パテントマップガイダンスにおいて照会画面として「Ｆタームリスト」を選択して、 
キーワード検索でテーマコードを特定。 
 
   

 

テーマコード
を特定

５Ｋ０２３

調査する発明の技術的
特徴がタームリスト上
どこに該当するか

検索式の
入力、検索

携帯電話 アンテナ 小型化

ＡＡ０７ ＊ ＬＬ０５ ＊ ＢＢ０３
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［３］特許情報プラットフォームを利用した特許

情報の検索 
 
 
 
 
 
 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※トップページの「簡易検索」は J-PlatPat を初めて利用される方に向けたサービスで、検

索対象が限られています。実際の調査を行う際には、個別の検索サービスをお使いください。 
 
●J-PlatPat へのアクセス方法 
 

J-PlatPat にアクセスするには、URL（https://www.j-platpat.inpit.go.jp/）をお使いのイ

ンターネットブラウザのアドレス欄に直接入力していただくほか、（独）工業所有権情報・

研修館のホームページ、または、特許庁のホームページからアクセスすることができます。 

 独立行政法人工業所有権情報・研修館では、インターネットを利用して、

特許・実用新案・意匠・商標などの情報（特許情報）を検索・閲覧できる

サービス「特許情報プラットフォーム（J-PlatPat：Japan Platform for 

Patent Information ）」を無料で提供しています。 

特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）トップページ 

https://www.j-platpat.inpit.go.jp/ 
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（独）工業所有権情報・研修館のホームページ（https://www.inpit.go.jp/） 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
特許庁のホームページ（https://www.jpo.go.jp/） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

こちらをクリックすると、

「J-PlatPatトップページ」

が表示されます。 
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（１）J-PlatPatを利用した特許・実用新案検索 

① 特許・実用新案の主な検索サービス 
１）特許・実用新案番号照会／OPD 
 特許・実用新案の各種公報を文献番号から照会できます。 
２）特許・実用新案検索 
 公開特許公報を始め特許・実用新案公報、和文抄録、外国文献等を、書誌的事項、請求の

範囲等を対象にキーワードや分類（FI・F ターム、IPC 他）を用いて検索することができま

す。 
 
② 特許・実用新案検索での検索方法 
特許・実用新案検索を利用して「ノートパソコンに使われている液晶画面」に関する特許

について、キーワードを使って検索する方法を紹介します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

 
   

J-PlatPatトップページからグローバルナビゲーション「特許・実用新案」にマウスポ

インタを移動し、「特許・実用新案検索」を押します。 
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①まず、「ノートパソコン」についての文献

情報がどのくらいあるか検索します。 

文献種別で「国内文献」を選択し、「全

文」の検索キーワードとして、“ノートパ

ソコン”と入力します。 

②  を押すと検索結果が表示されます。 

検索結果が 3,000 件を超えた場合には一覧

表示ができないため、3,000 件以下に絞り

込めるよう、検索条件を変更します。 

③「全文」では検索範囲が広いため、検索項

目を「要約／抄録」に変更します。 

キーワードを「ノートパソコン」で検索す

ると、「ノート型パソコン」や「ノート型

コンピュータ」はヒットしないため、これ

らのキーワードもヒットするように“ノー

ト”、“パソコン コンピュータ”と分けて

検索します。また今回は調査対象が液晶画

面のため、検索キーワードとして、“液

晶”を追加します。 

※検索漏れを少なくするためには、キーワ

ードの類義語を OR 検索で入力し、別の観

点のキーワードを AND 検索で入力する方法

がおすすめです。 

キーワードを入力したら を押しま

す。 

④  「検索結果一覧」が表示されます。 

文献番号・出願番号・出願日・公知日・

発明の名称等が一覧で表示されます。内

容を確認したい公報の文献番号を押しま

す。 

※検索結果の件数は本テキスト作成時点のも

のです。 
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⑤公報の情報が表示され、検索キーワードがハイライトで表示されます。 

＜右上のボタンについて＞ 

 

表示中の公報の全文をＰＤＦで表示します。全頁を一度に印刷できます。 

はじめに認証画面が表示されますので、画面の指示に従ってください。 

 

 

 
表示中の案件の経過情報を表示します。また、案件の審査に関する書類(審査書類)もこちらから
表示できます。 

文献を順番に確認できます 

数字をクリックすると図面が 

切り替わります。 
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（２）J-PlatPatを利用した意匠検索 

① 意匠の主な検索サービス 
１）意匠番号照会 
 意匠公報、意匠公知資料を文献番号から照会できます。 
２）意匠検索 
 意匠公報、意匠公知資料を、物品名、意匠権者等を対象にキーワードや日本意匠分類・Ｄ

ターム検索を用いて検索することができます。 
○ 意匠公報は、意匠登録された意匠とその権利内容を広く知らせるために発行されます。

意匠公報の調査は、自社で事業化する製品が他人の意匠権を侵害してしまわないよう、事

前に行う権利調査として、あるいは、意匠を出願する前に似た意匠が公知となっていない

かを確認する先行意匠調査として有効な手段です。 
○ 意匠公知資料とは、特許庁における審査のために、一般に入手可能なカタログや雑誌、

インターネット情報などから製品デザインを集め、検索できるように整備した資料のこと

です。意匠公知資料は、意匠権が成立している意匠と直接には関係ありませんが、先行意

匠調査に役立てることができます。 
 
② 意匠検索での検索方法 
意匠検索を利用して「自動車」をキーワードとして検索する方法を紹介します。 

    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    
 
 
 
 

J-PlatPatトップページからグローバルナビゲーション「意匠」にマウスポインタを移動し、

「意匠検索」を押します。 
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①まず、「自動車」についての意匠がどのくら

いあるか検索します。 

文献種別で「国内公報」を選択し、検索項

目「意匠に係る物品/物品名/原語部品名」

に、検索キーワード“自動車”を入力しま

す。 

②ヒット件数が 3,000件を超えると結果が表

示できないので、条件を絞り込んで 3,000

件以下にします。 

今回は、2005 年 1 月 1日～2006 年 1 月 1

日に登録となったものに限定して検索しま

す。検索オプションを開いて日付指定の検

索項目「登録日」に“20050101”～

“20060101”と入力し、  を押しま

す。 

③「検索結果一覧」が表示されます。 

図面、登録番号、意匠に係る物品、 

意匠権者が一覧で表示されます。 

※「検索結果一覧」は初期設定で「代表図

と簡易書誌」に設定されているため、代

表図のサムネイルが表示されます。 

④内容を確認したい意匠の登録番号を押しま

す。 

権利者名のほか、意匠分類やＤタームな

どの情報が載っています。この分類やＤ

タームを使って検索することで、「乗用

車」のように別の名称で出願された意匠

など、今回ヒットしなかった意匠を調査

することもできます。 
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（３）J-PlatPatを利用した商標検索 

 
① 商標の主な検索サービス 
１）商標番号照会 
 商標公報または出願・登録情報を文献番号から照会できます。 
２）商標検索 
 出願・登録情報または公報を、商標名や称呼、図形等分類等を用いて検索できます。 
 
② 商標検索での検索方法 
商標検索を利用して、「入浴剤」が含まれる商品分野で「アロマ」の文字を含む商標や称

呼（読み方）が似ている商標が既に出願されていないか、または、すでに商標登録されてい

ないかどうかを検索する方法を紹介します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

J-PlatPatトップページからグローバルナビゲーション「商標」にマウスポインタを移動し、

「商標検索」を押します。 
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ないかどうかを検索する方法を紹介します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

J-PlatPatトップページからグローバルナビゲーション「商標」にマウスポインタを移動し、

「商標検索」を押します。 
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①まず、「アロマ」に称呼（読み方）が同

じ、または、似ている商標を検索します。 

検索対象種別は「出願･登録情報」を選択

します。検索項目「称呼（類似検索）」の

検索キーワードとして、“アロマ”（全角カ

タカナ）と入力します。 

※この検索項目を使うと、称呼（読み方）

が類似する可能性のある商標を広く検索で

きます。 

併せて、「アロマ」の文字を含む商標の検

索もしてみましょう。検索項目「称呼（類

似検索）」に入力した検索キーワードを削

除し、検索項目「商標（検索用）」の検索

キーワードとして、新たに“？アロ

マ？ ？あろま？”と入力します。 

※キーワードの前後に「？」を入力するこ

とで、部分一致検索が行えます。 

② を押すと「検索結果一覧」が表示さ

れます。 

なおヒット件数が 3,000 件を超えると結

果が表示できません。超えてしまう場合

は条件を絞り込んで 3,000 件以下にしま

す。 

③「アロマ」に称呼（読み方）が似ている商

標の中から「入浴剤」が含まれる商品分

野に絞り込んでみましょう。商標を分野

別に区切るためには「区分」や「類似群

コード」が活用できます。これらは『商

品･役務名検索』で調べることができま

す。画面上部の『商品･役務名検索』を押

します。 

④別ウインドウで「商品･役務名検索」の検

索画面が開きます。 

⑤「商品・役務名」欄に“入浴剤”と入力し

て を押します。 
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⑥検索結果一覧に「入浴剤」の文字を含む商

品・役務名が表示されます。 

「入浴剤（医療用の物を除く）」という商

品・役務名の区分が「03」、類似群コード

が「04C01」であることがわかります。 

この類似群コード「04C01」を使って、先

ほどの『商標検索』の検索結果をさらに絞

り込んでみましょう。 

⑦類似群コード「04C01」を押すと、画面上

のボックスに類似群コード「04C01」が表

示されます。 

画面右の を押すと、類似群

コード「04C01」が入力された状態で、『商

標検索』の入力画面が開きます。 
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⑧『商標検索』の検索項目「称呼（類似検

索）」に検索キーワードの”アロマ”を入

力し、 を押します。 

⑨検索結果一覧表示画面が表示されます。 

文献番号、商標（検索用）、出願人、商標

のイメージ等が表示されます。 

ステータスは、現在の案件状況を表してい

ます。 

⑩内容を確認したい番号を押します。 

⑪権利者名や指定商品・指定役務等の情報が

表示されます。 

更新申請日や存続期間満了日等、更に詳細

な情報を確認することができます。 

※検索結果の件数は本テキスト作成時点のも

のです。 

操作マニュアルのダウンロード（ＵＲＬ） 

https://www.inpit.go.jp/j-platpat_info/reference/index.html 
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［４］画像意匠公報検索支援ツール（Graphic 

Image Park）を利用した画像デザインに関する意

匠公報の調査 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 独立行政法人工業所有権情報・研修館では、利用者がイメージファイル

を入力するだけで、我が国で意匠登録になった画像デザインの公報を簡単

に調査することができる、オンラインサービス「画像意匠公報検索支援ツ

ール（Graphic Image Park）」を提供しております。 

画像意匠公報検索支援ツール（Graphic Image Park） 

トップページ 

https://www.graphic-image.inpit.go.jp/ 
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●画像意匠公報検索支援ツール（Graphic Image Park）へのアクセス方法 

 
画像意匠公報検索支援ツール（Graphic Image Park）は、URL（https://www.graphic-

image.inpit.go.jp/）をお使いのインターネットブラウザのアドレス欄に直接入力してアクセ

スするほか、（独）工業所有権情報・研修館のホームページ、特許庁のホームページ、また

は、特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）のトップページからアクセスすることができ

ます。 
 
 

●画像意匠公報検索支援ツール（Graphic Image Park）の基本操作 

 
基本的には、３ステップの簡単な操作で意匠公報を表示することができます。 
① 比較したいイメージファイルを入力します。 
② 「結果を表示」ボタンをクリックします。 
③ 一覧表示の登録番号をクリックすると意匠公報が開きます。 
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●画像意匠公報検索支援ツール（Graphic Image Park）のお役立ち情報 

 
画像意匠公報検索支援ツール（Graphic Image Park）の「概要」や「注意点」をまとめ

た『ガイドライン』を公開しておりますので是非ご参照ください。 
イメージファイルを入力しないで「結果を表示」ボタンをクリックすると、公報発行日新

旧順に蓄積データが並びます。最新の登録事例を参考にしたい場合は、イメージファイルを

入力せずに「結果を表示」ボタンをクリックしてください。 
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●画像意匠公報検索支援ツール（Graphic Image Park）の便利機能 

 チェック機能 ＆ CSV 出力機能 
 
＜チェック機能＞ 
 気になるサムネイルイメージにチェックを付けて、別途、チェックを付けたものをまとめ

て表示できる機能です。 
 
＜CSV 出力機能＞ 
チェックを付けてまとめて表示した案件について、CSV 出力ができる機能です。 
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第４章 産業財産権の活用と権利侵害への対応

（特許権を中心として） 

第１節 産業財産権の活用 
 

（１）産業財産権利用形態の類型 

 産業財産権の利用形態の一つとして、産業財産権の独占的排他権を活用して自社製品の製

造販売を有利に行う、いわゆる独占的自己実施があります。また、売却・譲渡等により他社

に産業財産権自体を移転してしまう場合や、他社に産業財産権の実施権（ライセンス）を許

諾する場合があります（特許権者以外の者が特許発明を実施する権利を実施権といいます）。

これら様々な産業財産権の利用形態を、企業経営に沿って最適な形で選択することが重要で

す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 従来型の経営資源である人・物・金を活用して利益を確保する手法に加
え、産業財産権を最大限に活用して利益を確保する手法について熟知する
ことは、今や経営者にとって必須の事項といえます。 
 産業財産権の取得は、利益を確保するための手段であって目的ではな
く、取得後どのように活用して利益を確保するかを、研究開発時や出願時
などのあらゆる節目で十分に考えておくことが重要です。 
 
 
 
 
 
 
 

産業財産権

自己実施

譲 渡
産業財産権
の移転

実施権
（ライセンス）

再実施権
（サブライセンス）

実
施
許
諾

再
実
施
許
諾

専用実施権専用実施権

通常実施権通常実施権

独占的通常実施権独占的通常実施権

非独占的通常実施権非独占的通常実施権

（注）商標は「実施権」ではなく「使用権」といいます。
商標権の通常使用権は原簿登録により第三者対抗力を有する。

特許権者であっても特
許発明を実施すること

ができない

特許権者であっても特
許発明を実施すること

ができない

実施許諾により第三者に対抗

原簿への登録に
より効力が発生

原簿への登録に
より効力が発生
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産業財産権の利用形態産業財産権の利用形態
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